
        

訪問看護・介護予防訪問看護 

エヌアイ在宅サービスステーション運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人 中川徳生会が開設する「エヌアイ在宅サービスステーション」（以下「ステーション」

という。）が行なう訪問看護・介護予防訪問看護の事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するため

に人員及び管理運営に関する事項を決め、ステーションの保健師又は看護師、准看護師（以下「看護師等」

という。）理学療法士が要介護状態又は要支援状態にあり、かかりつけの医師が訪問看護・介護予防訪問

看護（以下「訪問看護等」という。）の必要を認めた者に対し、適正な訪問看護等を提供する事を目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 ステーションの看護師等は、要介護者及び要支援者の心身の特性を踏まえて、全体的な日常生活

動作の維持、回復を図るとともに、在宅医療を推進し、快適な在宅療養ができるように努めなければならな

い。 

２ ステーションは事業の運営にあたって、必要なときに必要な訪問看護等の提供ができるよう努めなけれ

ばならない。 

３ 事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、地域包括支援センター、老人介護支援

センター、居宅介護支援事業者、居宅介護予防支援事業者、他の居宅サービス事業者、他の介護予防サ

ービス事業者、その他の保健・医療・福祉サービスを提供する者、住民による自発的な活動によるサービ

スを含めた地域における様々な取り組みを行う者等と密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努め

る。 

 

（事業の運営） 

第３条 ステーションは、この事業の運営を行うにあたっては、主治医の訪問看護指示書（以下「指示書」と

いう。）に基づく適切な訪問看護等の提供を行う。 

２ ステーションは、訪問看護等を提供するにあたっては、ステーションの看護師等によってのみ訪問看護

等を行うものとし、第三者への委託によって行ってはならない。 

 

（事業所の名称等） 

第４条 事業を行なう事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。   

名称 所在地 

エヌアイ在宅サービスステーション 横浜市青葉区市ヶ尾町２５－６ 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条 ステーションに勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

  （１） 管理者 ：看護師若しくは保健師     1名（常勤兼務）  

管理者は、所属職員を指揮・監督し、適切な事業の運営が行われるように統括する。但し、管理



上支障がない場合は、ステーションの他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、 

施設等の職務に従事することができるものとする。 

  （２） 看護職員 ： 4名（常勤兼務  4名     非常勤兼務  ０名） 

      訪問看護計画書及び介護予防訪問看護計画書、又は訪問看護報告書及び介護予防訪問看護

報告書を作成し、利用者又はその家族に説明する。 

      訪問看護等の提供に当たる。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条 ステーションの営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

  （１） 営業日  月曜日から金曜日までとする。土・日・祝日、１月１日～１月３日は営業しない。 

   （２） 営業時間  ８時３0分から１７時３０分までとする。 

   （３） サービス提供時間  ８時３０分から１７時３０分までとする。 

  ２ 利用者の状態に適宜対応する。電話等により 24時間連絡可能な体制とする。 

 

 （訪問看護等の内容） 

 第７条 訪問看護等の内容は次のとおりとする。 

   （１） 病状、障害の観察 

   （２） 清拭、洗髪等による清潔の保持 

   （３） 食事及び排泄等療養上の世話 

   （４） 褥瘡の予防、処置 

   （５） 認知症患者の看護 

   （６） 療養生活や介護方法の指導   

   （７） カテーテル等の管理 

（８） リハビリテーション 

   （９） その他医師の指示による医療処置 

 

 （利用料等） 

 第８条 訪問看護等を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該 

訪問看護等が法定代理受領サービスである時は、その１割又は２割、３割（利用者負担に応じて）を徴収す

るものとする。但し、支給限度額を超えた場合は、全額利用者の自己負担とする。 

詳細は別添の料金表のとおり。 

 ２ ステーションは基本利用料のほか以下の場合は保険外の利用料として、別表の額の支払いを利用者か

ら受けるものとする。 

(1)訪問看護と連携して行われる死後の処置   ２００００円 

(2)第１１条の通常の事業の実施地域を超えて行なうサービスに要した交通費。 

通常の事業の実施地域を超えてから、片道概ね    １ｋⅿ当たり   ４０円  

（3）介護保険を超えてさらに利用した場合（９０分を超えた場合 ３０分毎の料金） 

  ・早朝６時～９時、夜間１７時３０分～２２時   １５００円 



  ・深夜２２時～翌朝６時   ２０００円 

（4）訪問日の前日１７時３０分までにステーションに連絡がなくキャンセルとなった場合、1割負担又は 

2割、3割負担相当分額を徴収。（ただし体調急変による受診や入院は除く） 

（5）前項について、別途定める料金表に基づき利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした 

上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

（苦情処理） 

 第９条 ステーションは相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために 

講ずる措置の概要については、「エヌアイ在宅サービスステーション苦情処理マニュアル」を作成し、利用

申込み者にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載するととも

に、事業所に掲示することとする。 

 

（サービス提供困難時の対応） 

 第１０条 ステーションは、利用申込み者の病状、通常の事業の実施地域等を勘案し、自ら適切な訪問看護 

等が、困難であると認めた場合は、主治医及び居宅介護又は介護予防支援事業者へ連絡を行ない、適当

な他のステーション等を紹介する等の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

 （通常の事業の実施地域） 

 第１１条 通常の実施地域は、横浜市青葉区、都筑区、緑区、川崎市麻生区、宮前区 とする。 

 

 （緊急時等における対応方法） 

第１２条 看護師等は、訪問看護等実施中に、利用者の病状に急変その他緊急事態が生じたときは、必要 

に応じて臨時応急の手当てを行なうとともに、速やかに主治医に連絡し、適切な処置を行なうこととする。 

 ２ 看護師等は、前項について、しかるべき処置をした場合、速やかに管理者に報告しなければならない。 

 

（非常災害時の対応） 

第１３条 地震・風雪災害などの自然災害発生、または警報などが発令された場合には、サービスの提供 

を中止する場合がある。その場合はステーションから連絡をする。 

 

（感染症対策の強化） 

第１４条 ステーションは感染症の予防及びまん延防止のために指針を整備し、研修及び、訓練を定期的 

に実施する。 

２ 感染症の流行状況や罹患状況によって、マスクの着用を利用者へお願いする場合がある。 

 

（高齢者虐待防止に関する事項） 

第１５条 ステーションはご利用者への差別の禁止、人権擁護、虐待防止のため、虐待防止に関する責任 

者の設置、苦情解決対策等の必要な体制整備を行うと共に、従業者に対する虐待防止を啓発、普及する 

ための研修を実施する等の措置を講じる。 



 

（ハラスメント対策について） 

第１６条 サービス利用契約中に、ご利用者、ご家族が暴力、ハラスメント行為を行った場合は、サービスを 

中止し、状況の改善や理解が得られない場合は、契約を解除する場合がある。 

（叩く・蹴る・暴言で威嚇する・怒鳴る・身体を押さえつける・性的な発言をする・叫ぶあるいは大声を出す） 

 

（身体拘束の禁止について） 

第１７条 原則として、ご利用者の自由を制限するような身体拘束を行なわないことを約束する。 

ただし、緊急やむを得ない理由により拘束せざるを得ない場合には事前にご利用者およびそのご家族等

へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態様及び時間、その際のご利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由について記録する。また、早急に身体拘束を解除できるように努める。 

 

（その他運営についての留意事項） 

 第 18条 ステーションは、看護師等の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、また 

業務体制を整備する。 

  （１）  採用時研修 採用後 ３ケ月以内 

  （２）  継続研修  年１回 

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

３ 従業者であったものに、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるために、従事者でな 

くなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従事者との雇用契約の内容とする。 

４ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、社会福祉法人 中川徳生会とステーション 

の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

附則 

 この規程は平成２３年１２月１日から施行する。 

 この規程は平成２４年３月２７日から施行する。 

 この規程は平成２４年４月１日から施行する。 

 この規程は平成２４年９月１日から施行する。 

 この規程は平成２５年１０月１日から施行する。 

 この規程は平成２７年９月１日から施行する。 

 この規程は平成２７年１０月１日から施行する。 

この規程は平成２８年１０月１日から施行する。 

この規程は平成２９年５月１日から施行する。 

この規程は平成 30年５月１日から施行する。 

この規程は令和１年 10月 1日から施行する。 

この規程は令和 1年１１月２５日から施行する。 

この規定は令和５年１２月１日から施行する。 

この規定は令和 7年 4月 1日から施行する。 


